
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　様々な戸籍届出に対して、迅速・正確に処理できるよう、各種研修を行うことで職員の能力向上を図るとともに、デジ
タル手続法や戸籍法改正・施行等に向けたシステム改修や運用の改善について取組みを進める。

　複雑化・国際化する戸籍届出への充分な対応体制の整備の
ほか、デジタル手続法施行、戸籍法改正により、戸籍事務
でのマイナンバー利用、戸籍証明書の広域交付などが予定さ
れている。
　法改正・施行に向けて、戸籍届の受付事務、記載事務等の
運用の検討をする必要がある。

・戸籍届出の受理
・戸籍の記載事務
・関連市町村への通知業務
・関連する人口動態統計事務
・相続税法第58条事務の実施
・身上調査照会に関すること
・犯歴関連業務
・戸籍関係証明書の交付

　戸籍月例会における協議問題の検討及び複雑な事案の検討
を係内で行うことで、渉外戸籍に関しても知識が向上し、適
切に戸籍事務処理を行うことができた。

・年間を通しての戸籍事務（戸籍届出の受理及び記載事務）
・戸籍記載後に伴う関連業務（人口動態統計業務、相続税法
　第58条に関する事務、附票通知）
・土浦戸籍協議会主催の勉強会、研修会等への参加
　戸籍月例会（12回）
　初級者研修（１回）
　中級者研修（１回）
　係内研修の実施（月１回）

・戸籍届出件数10,182件
・戸籍月例会に毎月３名参加
・戸籍事務従事職員初級者研修会（４日間）３名参加
・戸籍事務従事職員中級者研修会（４日間）１名参加
・係内研修は、月１回に限らず、複雑な事案ごとに係員で検
　討し、知識の共有を図った。（21回実施）
・戸籍届出受理後に主に出生、死亡、婚姻、離婚届出
　の場合にわかりやすいパンフレット案内作成

継続

戸籍事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

    43,795.0

         0.0

    45,201.0

         0.0

    48,170.0

         0.0

    47,517.0

         0.0

     9,834.0

         0.0

    10,182.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍法、戸籍法施行規則、民法、住民基本台帳法　等

　戸籍届出の受理とそれに基づく戸籍の記録により、その戸
籍関係証明書の交付をもって、国民の親族的な身分関係を登
録公証することを目的とする。

受理及び他市区町村からの送付件数
※H29年度までは戸籍届出件数及び戸籍証明書等交付件数

戸籍届出件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

136

活動指標

市民部市民窓口課

戸籍係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費5千円
需用費1,860千円
（図書84千円　追録304千円　消耗品145千円　封筒代176千円　印刷費173千円　ゴム印34千円
　プリンタートナー323千円　カートリッジ17千円　窓口用消耗品153千円
　改ざん用紙451千円）
役務費1,202千円（郵便料）
委託料12,016千円
（ハードウェア保守1,632千円　ソフトウェア保守3,927千円　システム開発6,424千円
　システムデータ管理保守33千円）
賃借料5,316千円（ソフトライセンス3,696千円　機器賃借1,620千円）
負担金10千円

      74,677       73,416

維持

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         8.00          8.00

       633.00      1,370.00

有 有

      58,028       57,636

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

         414          211          219            0

           0            0            0            0

      16,235       15,569       20,190            0

           0            0            0            0

      16,649       15,780       20,409            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　事務処理に関する実務研修及びマニュアルの作成等を行い、係内研修を充実させ、知識、事務処理能力を向上させる。

　職員の専門知識の向上や、ノウハウを維持するための人材
育成を図る必要がある。

・転入、転出、転居の各種届を受理し、住民基本台帳を整え
　る。
・届出に伴う行政サービスの案内業務を行う。

・住民異動受理通知及び同居人通知の電算化により、事務処
　理の短縮化と職員の事務負担軽減が図れた。
・書かない窓口の実証実験を通して、市民及び職員の利便性
　と課題について整理・理解することができた。

・住民異動業務の迅速・正確な実施及び他係の繁忙期応援
　に必要な知識を得るために、適宜研修等を行う。
・異動職員・新規採用職員及び臨時職員の係内研修（４月）
・係内ローテーション研修（７～８月）（在留関連事務）
・住基ネットセキュリティ対策研修（６月～８月）
・個人番号カード係とのローテーション研修（２回）
・情報連携端末情報セキュリティ対策研修（２月）
・受理通知事務の電算化（９月）

・転入届12,342件・転出届9,368件・転居届5,534件・転入通
　知1,628件・その他1,009件・合計29,881件
・係内研修 住民異動業務（６回）
・住基ネットセキュリティ対策研修（18回、114人）
・情報連携端末情報セキュリティ対策研修（２月）
・受理通知事務を電算化（９月）
・書かない窓口の実証実験（１月～２月）

継続

住民基本台帳事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

    22,580.0

         0.0

    24,021.0

         0.0

    24,916.0

         0.0

    27,595.0

         0.0

    25,765.0

         0.0

    29,881.0

         0.0

         0.0

         0.0

住民基本台帳法等

　転入・転居・転出等の住民異動届について、住民基本台帳
法に基づき、住民の居住関係を記録するとともに公証するこ
とを目的とする。

住民異動届出件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

137

活動指標

市民部市民窓口課

住民記録係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

旅費21千円
需用費1,716千円
（消耗品145千円　図書35千円　追録127千円　ゴム印33千円　プリンタートナー164千円
　窓口用消耗品153千円　封筒110千円　異動届用紙498千円　改ざん用紙451千円）
役務費252千円（郵便料）
委託料275千円（システム改修242千円　システムデータ管理委託33千円）
賃借料284千円（住基ネットワークシステム賃貸284千円）

      59,276       58,489

維持

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         7.50          7.58

       478.00      1,017.00

有 有

      54,115       53,919

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

       3,233        3,248        1,806            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,219        1,322          742            0

         709            0            0            0

       5,161        4,570        2,548            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・マイナポイント事業や健康保険証との一体化に向けて、情報政策課や国民健康保険課と連携して、住民への周知活動及
　び利用支援を行う。
・マイナンバーカードの更新や電子証明書の更新手続の増加に対応できるよう、窓口環境の整備・充実を図る。

・次年度に予定されているマイナポイント事業や健康保険
　証との一体化に向けて、関係課と連携を図る必要がある。
・マイナンバーカードや電子証明書の有効期限満了に伴う、
　手続の増加に向けた対応の強化について準備を進める必要
　がある。

・通知カード送付
・マイナンバーカード等の広報
・申請補助
・交付及びマイナンバーカードや住民基本台帳カードを利用
　した公的個人認証
・コンビニ交付事務

・昨今のマイナンバーカードの意識の高まりにより、年間ス
　ケジュール以上の問合せや出張依頼があり、大幅な実績の
　向上が図れた。

・マイナンバーカードの普及促進活動
・地域巡回申請一括補助の実施(市内７か所)
・市職員のカード取得推進活動
・窓口申請補助サービスの充実と拡充に向けた検討
・証明書マルチコピー機の庁舎内設置と周知活動
・出張申請一括補助の実施(住民・企業要望）
・受取期限経過のマイナンバーカード及び通知カードの廃棄

・企業等申請補助一括サービスとして、市職員、警察、消防
　ＪＡ、病院等にてカード申請の受付を実施（844件）
・地域巡回申請一括補助（６か所：232件）
・イーアスつくばにて申請補助サービスを実施（98件）
・申請補助サービスを拡充し、12月から各窓口センターでも
　実施。R1年度実績、(359件、11月プレ受付含む）
・マルチコピー機設置に向け、窓口来庁者に対し、マイナン
　バーカードでコンビニ交付のチラシを配布しＰＲを実施。
・土浦市と土浦イオンにて申請補助サービスを実施（47件）

継続

個人番号カード関連事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

         0.0

         0.0

     4,189.0

         0.0

    19,396.0

         0.0

     7,168.0

         0.0

     8,051.0

         0.0

    10,356.0

         0.0

         0.0

         0.0

行政手続における特定の個人を識別するための番号の
 利用等に関する法律　等

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づき、番号制度の市民窓口課関連業務を
円滑に実施する。

マイナンバーカード交付通知書発送件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

138

活動指標

市民部市民窓口課

個人番号カード係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

会計年度任用職員経費（10人分）21,402千円
　（報酬18,797千円　期末手当1,487千円　費用弁償1,118千円）
旅費35千円
需用費1,674千円（消耗品375千円　印刷製本代1,299千円など）
役務費11,590千円（郵便料4,560千円　人材派遣手数料6,945千円など）
委託料364千円（機器移設委託料100千円　カード交付システム保守管理委託264千円）
使用料及び賃借料4,485千円（カード裏面印刷機2,148千円　ネットワークシステムPC2,337千円）
備品購入費353千円（パーテーション、シュレッダー）
負担金補助及び交付金154,307千円（カード関連委任事務交付金）

      57,252       81,843

拡充

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         5.00          5.00

       429.00        642.00

有 有

      36,350       35,495

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

窓口業務の一部を人材派遣に委託、「本人限定受取郵便」の推進

       8,879       25,853      176,371            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       9,023       20,495       17,839            0

       3,000            0            0            0

      20,902       46,348      194,210            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・マイナンバーカードを利用して自宅から証明書の申請・取得ができるオンライン申請の導入を進める。
・窓口において、証明書を取得するお客様に、コンビニ交付の案内チラシを配布し、推進活動を図る。
・電子マネーを導入し、来庁者の利便性向上、現金取扱リスクの軽減などの業務改善を進める。

・混雑緩和のためにオンライン申請の導入について検討する
　必要がある。
・マイナンバーカードを利用した証明書のコンビニ交付利用
　促進を継続して実施していく必要がある。
・窓口の混雑緩和と利便性向上を図るための方策が必要であ
　る。

○住民票の写し、印鑑登録証明、戸籍謄抄本等証明書の交付
　事務及び臨時運行許可証の発行
○木曜延長窓口、土日窓口開庁業務サービス
○住民票、印鑑登録証明書のコンビニ交付サービス

　間違いやすい事例について、係内研修において再確認を行
うことにより、係全体のスキル向上が図れ、スムーズな窓口
対応ができた。

・各種証明書の交付（窓口交付、郵送交付）
・受付から証明交付の改革案の検討
・係内研修（特例案件）の実施

・戸籍関係証明　　46,286件　・住基関係証明 107,504件
・印鑑登録、証明　52,219件　・臨時運行許可　   538件
・その他の証明 　  1,085件　・税証明　　　　19,770件

・特例案件等の係内研修の実施（3回）

継続

証明交付等事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

   104,546.0

         0.0

   102,754.0

         0.0

   177,974.0

         0.0

   164,933.0

         0.0

   206,054.0

         0.0

   227,402.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍法、住民基本台帳法、つくば市印鑑条例、つくば
 市自動車臨時運行許可規則　等

　各種証明書の交付より住民の居住関係等を公証するととも
に、住民の利便性を増進し、行政事務の合理化に
資する。

住民票等の写しの交付件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

139

活動指標

市民部市民窓口課

証明交付係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費2,210千円（消耗品298千円　図書36千円　追録98千円　印鑑登録証387千円　ゴム印33千円
プリンタートナー13千円　封筒110千円　申請用紙626千円　改ざん用紙451千円
耐火金庫修繕110千円　パフォーマンスチャージ48千円）
役務費3,319千円（郵便料467千円　電話料86千円　電子マネー手数料99千円　定額小為替手数料
24千円　コンビニ証明手数料2,643千円）
委託料2,781千円（複合機保守委託271千円　リース機器保守100千円　コンビニ保守660千円
コンビニ交付サービス720千円　マルチコピー機委託1,030千円）
使用料及び賃借料1,461千円（電子マネーサービス料93千円　電子マネー端末使用料47千円
ファクシミリ賃借料193千円　マルチコピー機賃借料828千円　複合機賃借料300千円）
備品購入費801千円（電子マネー支払端末購入）
負担金4,788千円（住民票コンビニ交付事業負担金）

      61,720       61,400

拡充

5

4

3

-

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         8.00          8.00

       547.00      1,200.00

有 有

      57,814       57,218

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

・電子マネー決済システムの新規導入にあたり、手数料・利用料・使用料を新規計上した。
・住民票等のコンビニ交付件数の増加を見込み、発行手数料を増額した。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       3,906        4,182       15,360            0

           0            0            0            0

       3,906        4,182       15,360            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　事務を効率よく取り扱うため、職員各自が事務処理方法の再点検や業務の詳しい知識を身につけるための各種研修を積
極的に行う。

　幅広い行政サービスを取り扱うため、職員のスキルアップ
や事務の効率化が必要である。

・戸籍、住民基本台帳及び税等の各種証明書交付手続き
・市税等の収納
・本庁各課への取次

　地域住民の身近な行政機関として、多種多様な行政サービ
スを行い、丁寧な対応と正確な事務処理を行うことにより、
市民の利便性を向上させた。

・各種証明書の発行、届出等の窓口業務、収納事務
・市民アンケートにおける満足度をより向上させるため、業
　務改善を行い、研修等に参加する。
・年間を通しての市民窓口課住民記録係による研修
・年間を通しての市民窓口課証明交付関連業務研修
・年間を通しての新任職員研修
　年間を通しての窓口センター担当者研修

・戸籍関係証明書13,854件・住基関係証明書30,673件
・印鑑登録、印鑑登録証明書27,467件
・臨時運行許可1,420件
・その他(行政証明、税証明)24,692件
・マイナンバー関係事務2,286件
・戸籍届出1,650件・住民異動届4,189件
・総合窓口関係(各種申請、収納業務)43,211件

継続

窓口センター事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍法、住民基本台帳法　等

　市内６か所の窓口センターにおいて、各種手続きや証明書
の交付等、行政サービスを提供する。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

140

市民部市民窓口課

窓口センター



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費1,909千円（消耗品300千円　図書120千円　清掃用具30千円　ゴム印60千円　トナー208千円
　窓口用消耗品120千円　灯油260千円　パフォーマンスチャージ811千円）
役務費926千円（電話料911千円　リサイクル料15千円）
委託料4,622千円（空調機清掃332千円　空調機点検26千円　非常通報装置点検375千円
　紙幣硬貨入出金機保守1,313千円　看板作成197千円　紙幣硬貨賃借料200千円　FAX賃借料578千円
　住基ネット賃貸212千円　システム機器賃貸1,389千円）
備品購入費156千円（ファンヒータ37千円　住宅地図119千円）

     210,278      211,711

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

        29.00         30.42

        90.00         90.00

有 有

     204,877      206,561

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       5,401        5,150        7,613            0

           0            0            0            0

       5,401        5,150        7,613            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　証明書の申請者に対して、丁寧にかつ分かりやすい説明に心がけて正確かつ迅速な業務を行う。

　交流センター事務と並行して当該業務を行っており、質の
高い行政サービスの提供が求められる。

・市民窓口課との間で連絡を取りながら、住民票、戸籍等抄
　本及び印鑑登録証明書等を交付する。

　身近な証明書が取得できる窓口として、地域の住民サービ
スの一環として、利便性の向上に寄与した。

・証明書発行事務
・証明交付事務について、早期に習得できるよう下記の研修
　を行う。
・事務担当者会議（年1回）

・戸籍関係証明書　1,430件
・住基関係証明書　6,277件
・印鑑登録証明書　4,584件
・その他の証明書　448件
・事務担当者会議　未実施

継続

出張所事務

職員のみ

01-020301-11 戸籍住民基本台帳事務に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

戸籍係、住民基本台帳法　等

　市内５か所の地域交流センターに出張所を設置し、諸証明
の交付を行い、市民の利便性を高める。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

141

市民部市民窓口課

出張所



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費988千円（消耗品150千円　図書25千円　ゴム印25千円　窓口消耗品40千円
　　　　　　　　各種申請用紙74千円　パフォーマンスチャージ674千円）
役務費429千円（電話料429千円）
使用料及び賃借料481千円（ファクシミリ賃借料481千円）
備品購入費165千円（耐火金庫購入費165千円）

     108,091      102,947

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

        15.00         15.00

         0.00          0.00

無 無

     105,855      101,745

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       2,236        1,202        2,063            0

           0            0            0            0

       2,236        1,202        2,063            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・街区案内板について、今後は新規設置を行わず、既設置の街区案内板のニーズに沿って適正な維持管理を
　行う。
・換地処分計画について、茨城県土木事務所、沿線開発整備室、資産税課等と連携し、町名変更施行日までの事務処理ス
　ケジュールを作成する。

・設置後20年を経過している街区案内板も多く、板面の老朽
　化や表示内容が現状と適合していないものがあるため、維
　持管理の見直しが必要である。
・島名・福田坪一体型特定土地区画整理事業の進捗を確認し
　換地処分に関する事務に備える必要がある。

・街区案内板の維持管理を実施する。
・住所の表示の変更証明書の交付を行う。

・街区案内板の点検・清掃により、安全性が確認され、視認
　性が向上した。
・住所の表示の変更証明書の交付により、住民の各種変更手
　続きに寄与できた。

・街区案内板点検、清掃（９～12月）
・年間を通しての街区案内板の撤去等見直し
・年間を通しての住所の表示の変更証明書交付
・島名・福田坪一体型特定土地区画整理事業について、年間
　を通して、茨城県及び関係各課と連絡を密にして情報収集
　する。

・街区案内板点検・清掃　82基
・街区案内板の撤去　３基
・住所の表示の変更証明書交付　187件
・島名・福田坪一体型特定土地区画整理事業の情報収集を、
　行い、関係各課と共有を図った。

継続

住居表示事務事業

職員のみ

01-020301-12 住居表示に要する経費

        79.0

         0.0

        94.0

         0.0

       102.0

         0.0

       111.0

         0.0

       139.0

         0.0

       164.0

         0.0

         0.0

         0.0

　住所の周知と道案内の機能を併せ持つ街区案内板等の維持
管理や、住所の表示の変更証明書の交付を行うことで、住所
の表示の複雑さを緩和させ、日常生活の利便性を高める。

街区案内板の点検数及び清掃数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        40.0

         0.0

        82.0

         0.0

        77.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

143

活動指標

市民部市民窓口課

調整係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

需用費88千円（清掃作業用品、街区案内板修繕費）
委託料110千円（街区案内板撤去委託２基分）

      15,225        3,472

維持

2

4

2

2

今後は減少すると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         2.00          0.50

       181.00          0.00

有 無

      14,564        3,392

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         661           80          198            0

           0            0            0            0

         661           80          198            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・課内の協力体制を整えるために、事務取扱研修を実施し、職員の能力向上を図る。

　１日の取扱件数が１００件を超える日があり、窓口サービ
スの低下にならないよう、課内の協力体制を整える必要があ
る。

・発給申請、変更申請、増補申請、紛失届等を受付け、審査
　し、茨城県に送付するとともに、作成されたパスポートを
　交付する。

・市町村及び都道府県旅券事務担当研修内容について、係内
　で再確認することにより業務がスムーズに遂行され、窓口
　サービス向上へとつながった。
・申請事前審査研修を行うことで、繁忙期に課内職員の協力
　により窓口混雑が緩和された。
・交付研修を行い、休日対応窓口業務がスムーズに行われた

・申請・交付事務を適正に行うと共に、研修の実施
・「旅券事務の手引き」による係内職員研修（OJT等）の
　実施
・休日対応窓口事務研修（OJT実施）
・都道府県旅券事務担当者研修（9月）
・市町村旅券事務担当者中堅者研修（10月）

・申請件数10,420件、交付件数10,529件
・係内職員研修について、「旅券事務の手引き」をもとに特
　例事案などの協議、県旅券室との連携により対応した。
・繁忙期対策の事前審査研修の実施
・休日対応窓口事務研修の実施
・都道府県旅券事務担当研修　１名参加
・市町村旅券事務担当者中堅者研修　1名参加

継続

旅券（パスポート）事務

職員のみ

01-020301-13 旅券事務に要する経費

     8,359.0

         0.0

     8,552.0

         0.0

     9,951.0

         0.0

    10,169.0

         0.0

    10,778.0

         0.0

    10,420.0

         0.0

         0.0

         0.0

旅券法

　旅券法に基づきパスポート（一般旅券）の発給申請等の受
付及び交付を行うことにより、住民の利便性を高める。

R2.3月末現在

申請件数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

144

活動指標

市民部市民窓口課

パスポート係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

会計年度任用職員経費（4人分）8,562千円（報酬7,519千円　期末手当595千円　旅費448千円）
研修旅費　11千円
消耗品　123千円
郵便料　7千円
IC旅券端末賃借料　370千円

      27,492       20,278

維持

5

4

2

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         3.00          2.00

        90.00        135.00

有 有

      21,395       13,899

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

       6,097        6,379        8,025            0

           0            0            0            0

           0            0        1,048            0

           0            0            0            0

       6,097        6,379        9,073            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


